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は じ め に 
 

 都市計画法における開発許可制度は、都市計画マスタープランなどのまちづくりの将

来像を示すマスタープランの内容を実現する手段の一つとして機能することが期待さ

れており、技術基準や立地基準への適合性の審査を通じて、都市的土地利用を行う前提

として良好な宅地水準を確保すること、また都市計画に定められた土地の利用目的に沿

った開発行為が行われるようにして立地の適正化を確保することという二つの役割を

有しています。 
市街化を促進する市街化区域と市街化を抑制すべき市街化調整区域に分ける区域区

分の新制度を担保するものとして昭和４３年の新都市計画法で創設されて以来、特に近

年は市街地の拡散と人口減少・高齢化の進展により低密度な市街地が形成され、既成市

街地における空家や空地の発生、将来的なインフラの維持・更新に係るコストの増大等

の懸念が全国的に生じています。そのためコンパクトシティを形成していく必要性が高

まっています。 
 このような中、本市における都市計画マスタープランでは、人口減少や少子高齢化が

進行する状況においても活力を失わない、持続可能な都市を実現していくために、市街

地のこれ以上の広がりを抑制し、「集約型都市構造の形成」を目指すべき将来の都市構造

としています。開発許可制度は、この将来像の内容を実現する手段としても重要となっ

てきているところです。 
つきましては、今後、開発行為の許可申請等を行う際には、この手引きにより手続を

おこなっていただき、開発行為の円滑かつ適正な実施を図られるようご協力お願いいた

します。 
 

平成２８年 ４月 
さいたま市 都市局長 

 
本書中、主な略称は次のとおりとなっております。 

法：都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号） 
政令：都市計画法施行令（昭和 44 年政令第 158 号） 
省令：都市計画法施行規則（昭和 44 年建設省令第 49 号） 
手続条例：さいたま市開発行為の手続に関する条例 

（平成 20 年さいたま市条例第 54 号） 
基準条例：さいたま市都市計画法の開発許可に関する条例 

（平成 20 年さいたま市条例第 55 号） 
 

本書を作成するにあたり、次の図書を参考としております。 
最新 開発許可制度の解説＜第四次改訂版＞（ぎょうせい） 
都市計画法に基づく開発許可制度の解説（埼玉県） 

 



 

開発許可申請書等の提出窓口 
 

 開発許可に関する事前相談、及び各種申請書の提出窓口は下表のとおりです。土地の存する区

により窓口が異なりますのでご注意ください。 

なお、都市計画課（市役所９階）では、開発行為の相談、許可申請及び手続条例の承認申請等

の受付は行っておりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原則として、所管する区域に開発予定区域の過半の面積が含まれる区域の 

都市計画部 都市計画指導課が窓口となります。 

 
 

担当窓口 管轄区域 

都市計画部 北部都市計画指導課 

開発第１係・開発第２係 

大宮区役所６階 

電話：048-646-3184(北区・西区・大宮区・見沼区) 

048-646-3185（岩槻区） 

西 区 

北 区 

大宮区 

見沼区 

岩槻区 

都市計画部 南部都市計画指導課 

開発係 

中央区役所３階 

電話：048-840-6184 

048-840-6185 

中央区 

桜 区 

浦和区 

南 区 

緑 区 

北部及び南部都市計画指導課の所管区域にまたがる開発行為 

都市計画部 
北部都市計画指導課 

都市計画部 
南部都市計画指導課 



 

開 発 許 可 等 の申 請 手 数 料 

※さいたま市都市計画関係事務手数料条例（平成１３年条例第７２号）による（平成２５年８月１日施行） 

１ 開発行為許可申請手数料 （都市計画法第２９条） 

申請事項 
開発区域の面積 

予定建築物等が自己の
居住の用に供されるも

の（自己居住用） 

予定建築物等が自己の
業務の用に供されるも

の（自己業務用） 

そ の 他 

（非自己用） 
0.1ha 以上 ～ 0.1ha 未満 １０，０００円 ２０，０００円 ９２，０００円 

0.1ha 以上 ～ 0.3ha 未満 ２３，０００円 ４６，０００円 １４０，０００円 

0.3ha 以上 ～ 0.6ha 未満 ４６，０００円 １００，０００円 ２００，０００円 

0.6ha 以上 ～ 1.0ha 未満 ９２，０００円 １８５，０００円 ２８０，０００円 

1.0ha 以上 ～ 3.0ha 未満 １４０，０００円 ３０８，０００円 ４２０，０００円 

3.0ha 以上 ～ 6.0ha 未満 １８０，０００円 ４１５，０００円 ５５０，０００円 

6.0ha 以上 ～10.0ha 未満 ２４０，０００円 ５２１，０００円 ７１０，０００円 

10.0ha 以上 ３２０，０００円 ７３７，０００円 ９４０，０００円 

※さいたま市開発審査会に付議するものは、上記表に規定する額に、５０，０００円を加えた額 

２ 開発行為変更許可申請手数料 （法第３５条の２） 

次の(1),(2),(3)の合算額（ただし、９４０，０００円を超えない範囲とする。） 
(1) 設計の変更            開発区域の面積に応じ上記表に規定する額の１／１０ 

(2) 開発区域の増加の変更       新たに編入される面積に応じ上記表に規定する額 

 (3) その他の変更           １０，０００円 

※その他の変更には、ア 予定建築物の用途の変更、イ 資金計画の変更、ウ 工事施行者の変更等があります。 

３ 建築行為等許可申請手数料 （法第４３条） 

敷 地 面 積 手 数 料 

※さいたま市開発審査会に付議するもの

は、左表に規定する額に、５０，０００円

を加えた額 

0.1ha 以上 ～ 0.1ha 未満    ７，８００円 

0.1ha 以上 ～ 0.3ha 未満   １９，０００円 

0.3ha 以上 ～ 0.6ha 未満   ４２，０００円 

0.6ha 以上 ～ 1.0ha 未満   ７４，０００円 

1.0ha 以上  １０４，０００円 

４ 予定建築物等以外の建築等許可申請手数料 （法第４２条第１項）    ２８，０００円 

５ 開発許可を受けた地位の承継承認申請手数料 （法第４５条） 

開発行為の目的 手 数 料 

自己居住用または自己業務用の開発区域面積が 1ha 未満 ２，０００円 

自己業務用の開発区域面積が 1ha 以上 ３，０００円 

その他（非自己用） １９，０００円 

６ 開発登録簿の写しの交付申請手数料 （法第４７条第５項） 

用紙１枚につき                              ５００円 

７ 適合証明書の交付申請手数料 （法施行規則第６０条第１項）           

(1) 建築計画が法第２９条,３５条の２,４２条,４３条の許可を受けたもの ３，０００円 

(2) 上記条項の許可を要さないもの                                         ７，０００円 

 
８ 開発行為承認登録台帳の写しの交付申請手数料 （手続条例施行規則第１６条関係）  

  用紙１枚につき                              ３００円 

※なお、国又は都道府県等が行うものや、罹災による復旧のために行う開発行為等に係る事務手数料については、

さいたま市都市計画関係事務手数料条例第４条の規定を適用し、免除としています。 


